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問題の所在
　人は、日々の生活の中で正しさに関する判断を行っており、そこで社会的不公正という判断
がなされた場合には社会的不公正感が喚起される。この社会的不公正感が喚起される際には、
果たして公正か不公正かという側面のみに注意が向けられているのであろうか。われわれは日
常生活において、多様な社会的事態に遭遇しているが、それぞれ社会的事態によって、自己が
受ける被害の程度は異なり、また、対処ができるか否かということも異なるだろう。実際に、
われわれが社会的事態に遭遇する際には、その社会的事態による被害が少ない場合よりも、被
害が大きい場合の方がより社会的不公正感を感じるのではないだろうか。このような場合、生
起した社会的事態によって、どの程度の害を被っているかが認知されているといえよう。こう
した事実は、われわれが公正や不公正という側面だけに注意を払っているのではなく、様々な
要素を認知していることを示唆するものである。すなわち、生起した社会的事態によってどの
程度の被害が生じたのか、あるいは、生起した社会的事態に対して適応的に対処することがで
きるのかといった側面について認知された上で、社会的不公正感が喚起されているのである。
したがって、社会的不公正感の喚起メカニズムを解明するには、どのような認知的要因が社会
的不公正感の喚起に影響を及ぼすのかを検討する必要があろう。
　それでは、一体いかなる認知的要因が社会的不公正感の喚起を規定しているのだろうか。わ
れわれは、日々の暮らしの中で様々な社会的事態を知覚している。それらは、日常生活におい
て直接的に遭遇する社会的事態から、メディアを通して知る社会的事態まで幅広い社会的事態
を含んでいる。また、このような社会的事態の中には、自己が毎日のように遭遇するような社
会的事態もあれば、自己がほとんど遭遇しないような社会的事態もあるだろう。実際の日常生
活において、ひじょうに遭遇する機会の多い社会的事態であれば、自己に対する脅威となるこ
とからも自己とより強く関連付けられていることが予測される。自己と強く関連付けられてい
る社会的事態は、その他の社会的事態よりも注意が向けられることになり、当該の社会的事態
に対してより社会的不公正感を感じるかもしれない。よって、まず様々な社会的事態が実際に
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どの程度遭遇することであるかを整理することが重要となる。
　自己に対して脅威的な社会的事態、あるいは、社会的不公正感を感じる社会的事態は、別の
観点からみればストレスフルな出来事として捉えることができる。ストレスに関する研究はこ
れまで多くの研究が行われてきた（Cooper & Dewe，2004）。そうした中、ストレスとその対
処に関して、Lazarus & Folkman（1984）は、ストレスフルな出来事が生起すると認知的評価
が行われるとしている。認知的評価は、被害や脅威を推し量る一次的評価と問題への対応や改
善を模索する二次的評価とに分類される。一次的評価においては、どの程度の脅威をもたらす
のか、あるいは、その出来事が自己に対してどの程度の被害や損害をもたらしたのかが評価さ
れるという。また、Taylor、Peplau & Sears（1994）によるストレスフルな出来事への対処過
程においても、ストレスフルな出来事に対して解釈や評価が行われるとしている。こうしたこ
とから、ストレスフルな出来事である社会的事態に遭遇すると、当該の事態に対していかなる
被害が生じているかが評価されるといえよう。生起した社会的事態に対して、被害や損害の評
価がなされるならば、その評価の内容によっては次のようなことが考えられる。それは、生起
した社会的事態による自己や社会全体への被害や損害が大きいと見積もられるのであれば、よ
り社会的不公正感を感じるということである。そのため、多様な社会的事態に対してどの程度、
害を被っていると評価されているかに留意しなければならない。
　ところで近年、企業の相次ぐ不祥事や凶悪事件の発生、個人のマナーの低下などが問題とし
て取り上げられている。このような社会的事態に対して、正しくないあるいは間違っていると
指摘する際には、当該の社会的事態が社会的規範から逸脱していると捉えられている。では、
われわれは、世の中の正しさについていかなる思考様式を持つのだろうか。この点に関しては、
Lerner（1980）のいう正当世界信念（belief in a just world）によれば、人は、社会について、
良い行いをしている者が正しく評価を受け、悪い行いをしている者は罰を受けるべきであると
いう公正なものとして考える信念を有するという。われわれがこのような信念を有するのであ
れば、社会的規範を遵守する行動を公正と捉え、社会的規範から逸脱する行動を不公正と捉え
るだろう。そうして、社会の秩序を乱すような社会問題や人に害を及ぼす他者の行動に遭遇し
た際に、社会的規範から逸脱していることを認知して、社会的不公正感を感じるのである。こ
のとき、社会的規範に適合している社会的事態であれば社会的不公正感を感じることはないだ
ろう。このことを加味すれば、中村・西迫・森上・桑原（2008a）で議論されているように、
社会事態が生起すると、社会的規範と適合しているか逸脱しているかが照合され、そして、社
会的規範に反しているという認知がなされた場合に社会的不公正感が喚起されると推察される。
　日常生活で遭遇する社会問題や他者のルール違反、人間関係の不和をはじめとしたストレス
フルな出来事は、自己に対する心理的な圧力や不快感すなわちストレスとして受け取られる。
ストレスは、精神疾患や高血圧をはじめとして健康を脅かす側面があることが知られている。
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ストレスを生じさせる社会的事態に遭遇した人は、自己が受けたストレスを低減しようと動機
付けられる。Lazarus & Folkman（1984）によると、ストレスへの対処に関しては、問題焦点
型と情動焦点型の 2つの対処があるという。問題焦点型の対処は、問題そのものを変化または
改善しようと動機付けられて行動する対処方略である。一方、情動焦点型の対処は、不快な情
動を低減しようと動機付けられて情動を制御しようとする対処方略である。ストレスへの対処
は、まず、生起した出来事に対する被害や損害の程度を評価する一次的評価がなされ、そして、
対処の見込みや対処方略の模索を評価する二次的評価がなされた後に対処過程へと移行すると
いう。しかしながら、実際には、社会問題を個人の力で解決したり、人間関係の不和を直ちに
是正したりすることは難しい。そのため、十分な対処ができる社会的事態より、対処が難しい
社会的事態の方が、社会的不公正感を感じることが考えられる。こうしたことから、社会的不
公正感の喚起は、対処することが難しいという対処の不可能性によって規定されているとみる
こともできよう。
　上述した社会的事態に対する対処可能性に関しては、当該の社会的事態そのものという外在
的な要因だけでなく、個人的な要因によっても変化するのではないだろうか。それは、人が、
生起した社会的事態に対してどの程度許すことができるかという許容性である。ここでいう許
容性は、社会問題や他者の行動を受け入れることができるか否かということを意味している。
社会的事態に対する対処の可能性が低くても、人によっては、やむを得ないこととして許容や
受容の姿勢を示すことがあると考えられる。たとえば、人間関係に不和が生じた際に、それが
容易に許すことができる社会的事態であれば、当該の問題にそれ以上関心を抱かないかもしれ
ない。これは、現代産業社会が生み出した社会問題や人間関係の不和を含む様々な社会的事態
において、相手の行動を許すことができ、また、寛容的に振る舞うことができるのであれば、
社会的不公正感の喚起が抑制されるという見方も成立するということである。それに対して、
許容することが難しい社会的事態に遭遇した際には、より社会的不公正感を感じるのではない
だろうか。別の側面からみれば、社会問題や他者のルール違反を許すということは不快な状態
を容認することになりかねないために、許すことをためらわざるを得ないということも考えら
れる。こうしたことから、社会的事態に対する許容性が社会的不公正感の喚起を規定する要因
として機能していると推察される。他方で、こうした社会問題や人に害を及ぼす他者の行動に
関しては、自己が以前に当該の行動に関与した経験があれば、“自分のことを棚に上げる”訳
にもいかずに、社会的不公正感の喚起が抑制されるということが考えられる。したがって、自
己経験性についても社会的不公正感の喚起に関わる要因としてみてみる必要があろう。
　そこで、本研究においては、遭遇頻度、被害性、社会的規範からの逸脱、自己経験性、対処
可能性、許容性という認知的要因を取り上げ、そして、これらの認知的要因が社会的不公正感
とどのような関係にあるのか分析することを目的とした。
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調　　査
　社会的不公正感の喚起に関わると思われる認知的要因を取り上げ、社会的不公正感の喚起を
規定する認知的要因について検討した。
方　　法
　協力者：大学生男子167名、女子265名の計432名が調査協力者として調査に参加した。
　材料の作成：中村・西迫・森上・桑原（2008b）は社会的不公正感が喚起される社会的事態
を社会的不公正事態と位置付け、その内容を整理している。そこで得られた公共的不公正事態、
人道的不公正事態、経済的不公正事態、対人的不公正事態という 4種類の社会的不公正事態40
項目を用いた。社会的不公正事態40項目に対して、社会的不公正感の設問が記載された質問紙
と、遭遇頻度、被害性、社会的規範、自己経験性、対処可能性、許容性という認知的要因の内
のいずれかの設問が記載された質問紙を組み合わせ、 2枚組み 6種類の質問紙を作成した。な
お、質問の順序を入れ替えた質問紙を用意し、計12種類の質問紙を作成した。
　材　料： 社会的不公正事態40項目に対して、社会的不公正感と認知的要因の設問が記載され
た質問紙を用いた。
　手続き：各条件に対し、それぞれ72名の調査協力者を無作為に割り当てた。社会的不公正感
に関しては、どの程度、不公正と感じるかについて“ひじょうに不公正を感じる”から“まっ
たく不公正を感じない”までの 5段階で評定するよう求めた。これと同様に、認知的要因に関
しても、どの程度遭遇しているか、どの程度被害を受けているか、どの程度社会的規範から逸
脱しているか、どの程度自己が関与したことがあるか、どの程度対処することが可能か、どの
程度許容することができるかについて 5段階で評定するよう求めた。
結果および考察
　社会的不公正事態に対する認知的要因と社会的不公正感の記述統計量を算出した（Table 
1 ）。また、公共的不公正事態、人道的不公正事態、経済的不公正事態、対人的不公正事態と
いう 4つの社会的不公正事態ごとにみた認知的要因と社会的不公正感の記述統計量はTable 2
に示すとおりである。
分析 1：社会的不公正事態における認知的要因と社会的不公正感との関係性の分析
　認知的要因と社会的不公正感との関係をみるために相関分析を行った。これらの相関分析の
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Table 1　社会的不公正事態に対する認知的要因および社会的不公正感の記述統計量（その 1）
因
子
番
号 項　　　目
遭遇頻度 被害性
Mean （SD） Mean （SD）
公
共
的
不
公
正
事
態
1 図書館で大きな声で話す人がいること 2.44 （1.24） 2.96 （0.93）
2 交通ルールを守らない人がいること 3.43 （0.87） 2.76 （1.01）
3 喫煙が禁止されている場所で煙草を吸う人がいること 2.79 （1.26） 3.14 （1.27）
4 電車内で携帯電話で大声で話す人がいること 2.82 （0.95） 2.93 （0.98）
5 電車で降りる人よりも先に乗る人がいること 2.99 （1.00） 3.13 （0.79）
6 ペットの飼い方のマナーを守らない人がいること 2.01 （1.17） 2.72 （1.08）
7 歩きながら煙草を吸う人がいること 3.53 （0.80） 2.96 （1.26）
8 違法駐車をする人がいること 3.01 （1.11） 2.58 （1.17）
9 電車内でヘッドホンから音が漏れること 3.06 （0.85） 2.53 （1.13）
10 違法駐車が見過ごされていること 2.61 （1.01） 2.44 （1.20）
11 ところかまわず座りこむ人がいること 2.75 （1.04） 2.28 （1.12）
12 授業中に私語をする人がいること 3.72 （0.56） 2.76 （1.04）
13 ぶつかっても謝らない人がいること 2.76 （1.08） 2.96 （0.96）
14 乱暴な運転をする人がいること 2.64 （1.18） 3.10 （1.02）
15 深夜に暴走族がうるさいこと 2.10 （1.27） 3.24 （0.90）
16 本屋で読んだ本を元に戻さない人がいること 1.85 （1.31） 2.26 （1.29）
17 混雑した車内で座席に荷物を置いたままの人がいること 2.22 （1.25） 2.97 （1.02）
18 順番待ちの列に割り込む人がいること 2.54 （1.22） 3.40 （0.82）
人
道
的
不
公
正
事
態
19 戦争が行われていること 0.97 （1.23） 2.32 （1.35）
20 人を殺す人がいること 1.04 （1.37） 2.43 （1.40）
21 児童虐待があること 0.99 （1.26） 2.38 （1.33）
22 未成年者が凶悪犯罪を起こすこと 1.22 （1.27） 2.29 （1.40）
23 貧富の差があること 2.13 （1.35） 2.54 （1.21）
24 弱い者いじめをする人がいること 2.29 （1.18） 2.78 （1.22）
25 世界の中で飢餓が存在する国があること 1.50 （1.33） 2.13 （1.41）
26 核兵器を保有している国があること 1.54 （1.32） 2.40 （1.35）
経
済
的
不
公
正
事
態
27 税金が高いこと 2.51 （1.09） 3.10 （0.98）
28 土地が高いこと 1.99 （1.28） 2.63 （1.22）
29 銀行で手数料を取られること 2.86 （1.20） 2.97 （1.09）
30 学費が高いこと 3.24 （0.86） 3.29 （0.93）
31 銀行の利息が少なすぎること 2.43 （1.32） 2.33 （1.20）
32 分かりにくい授業をしている先生がいること 3.39 （0.76） 3.28 （0.65）
33 携帯電話の料金が高いこと 2.90 （1.04） 2.79 （1.17）
対
人
的
不
公
正
事
態
34 自分の考えをおしつける人がいること 2.89 （1.04） 3.17 （0.82）
35 自分の責任を他者に転嫁する人がいること 2.68 （1.05） 3.19 （0.96）
36 自分の責任を果たさない人がいること 2.89 （0.96） 3.22 （0.84）
37 相手によって態度を変える人がいること 3.38 （0.78） 2.90 （1.08）
38 嘘をつく人がいること 3.14 （0.88） 2.89 （1.01）
39 常に自分が正しいと思いこんでいる人がいること     2.93 （0.97） 2.94 （0.92）
40 約束を守らない人がいること 3.07 （0.97） 3.14 （0.79）
*社会的不公正感（n=432）
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　（その 2）
因
子
番
号
社会的規範 自己経験性 対処可能性 許容性 社会的不公正感*
Mean （SD） Mean （SD） Mean （SD） Mean （SD） Mean （SD）
公
共
的
不
公
正
事
態
1 3.53 （0.55） 1.03 （1.09） 2.29 （1.28） 0.92 （0.94） 3.30 （0.80）
2 3.40 （0.66） 2.14 （1.17） 1.94 （1.20） 1.03 （0.90） 3.12 （0.90）
3 3.60 （0.68） 0.26 （0.82） 2.14 （1.37） 0.58 （0.91） 3.49 （0.85）
4 3.49 （0.62） 0.44 （0.74） 2.01 （1.27） 0.72 （0.77） 3.33 （0.83）
5 3.15 （0.70） 0.42 （0.88） 1.90 （1.32） 0.83 （0.90） 3.28 （0.79）
6 3.18 （0.73） 0.15 （0.49） 2.11 （1.22） 0.93 （0.84） 3.09 （0.87）
7 3.25 （0.79） 0.24 （0.77） 1.86 （1.40） 1.19 （1.20） 3.18 （1.04）
8 2.93 （0.86） 0.40 （0.92） 1.71 （1.25） 1.38 （0.99） 2.93 （0.92）
9 2.69 （0.91） 0.86 （1.10） 1.82 （1.24） 1.72 （1.08） 2.67 （1.02）
10 2.93 （0.87） 0.81 （1.19） 1.74 （1.31） 1.47 （0.99） 2.85 （1.01）
11 2.88 （0.91） 0.54 （0.91） 1.90 （1.22） 1.44 （0.98） 2.81 （1.03）
12 2.60 （0.86） 2.35 （1.13） 2.10 （1.18） 1.64 （0.96） 2.62 （1.02）
13 3.03 （0.76） 0.92 （0.92） 1.72 （1.29） 1.35 （0.93） 3.01 （0.90）
14 3.19 （0.81） 0.40 （0.86） 1.64 （1.29） 0.93 （1.00） 3.19 （0.88）
15 3.42 （0.79） 0.11 （0.49） 1.39 （1.35） 0.72 （0.87） 3.42 （0.83）
16 2.83 （0.82） 0.56 （0.96） 2.13 （1.18） 1.35 （1.00） 2.73 （1.05）
17 3.25 （0.86） 0.46 （0.96） 2.26 （1.25） 0.58 （0.79） 3.37 （0.82）
18 3.42 （0.81） 0.56 （1.04） 2.35 （1.27） 0.38 （0.68） 3.59 （0.68）
人
道
的
不
公
正
事
態
19 3.33 （1.01） 0.13 （0.58） 0.94 （1.20） 0.72 （0.96） 3.35 （1.00）
20 3.51 （0.96） 0.14 （0.61） 0.88 （1.19） 0.57 （0.85） 3.48 （0.95）
21 3.63 （0.84） 0.15 （0.57） 1.46 （1.33） 0.31 （0.57） 3.62 （0.80）
22 3.43 （0.94） 0.22 （0.77） 1.25 （1.22） 0.68 （0.78） 3.31 （1.01）
23 2.47 （1.29） 0.78 （1.07） 0.96 （1.16） 1.25 （1.02） 2.99 （1.09）
24 3.11 （0.95） 0.61 （0.95） 1.46 （1.22） 0.71 （0.81） 3.31 （0.87）
25 3.04 （1.12） 0.68 （1.06） 1.26 （1.33） 0.92 （0.86） 3.28 （0.96）
26 3.14 （1.11） 0.43 （0.88） 1.03 （1.14） 0.92 （1.10） 3.17 （1.11）
経
済
的
不
公
正
事
態
27 2.22 （1.20） 0.71 （0.99） 1.33 （1.19） 1.25 （1.06） 2.80 （1.11）
28 2.10 （1.22） 0.64 （0.96） 1.28 （1.16） 1.31 （0.89） 2.63 （1.12）
29 2.00 （1.29） 1.01 （1.29） 1.33 （1.24） 1.32 （1.09） 2.69 （1.18）
30 2.28 （1.24） 1.32 （1.38） 1.39 （1.19） 1.03 （0.96） 2.93 （1.09）
31 2.07 （1.02） 0.83 （1.11） 1.33 （1.00） 1.69 （1.04） 2.43 （1.12）
32 2.17 （1.13） 1.36 （1.41） 2.03 （1.33） 0.96 （0.84） 2.97 （0.98）
33 1.88 （1.14） 1.36 （1.29） 2.10 （1.23） 1.42 （0.91） 2.55 （1.05）
対
人
的
不
公
正
事
態
34 2.47 （1.11） 1.31 （1.14） 2.29 （1.14） 0.99 （0.96） 2.86 （0.99）
35 2.97 （1.04） 1.17 （1.09） 2.06 （1.13） 0.58 （0.76） 3.21 （0.87）
36 2.83 （1.03） 1.26 （1.15） 2.14 （1.11） 0.81 （0.78） 3.06 （0.87）
37 2.22 （1.29） 1.71 （1.25） 1.94 （1.31） 1.03 （1.04） 2.80 （1.15）
38 2.19 （1.20） 1.92 （1.23） 1.83 （1.27） 1.47 （1.03） 2.56 （1.13）
39 2.50 （1.17） 1.28 （1.20） 1.86 （1.27） 1.08 （0.97） 2.92 （0.99）
40 2.72 （1.04） 1.14 （1.11） 1.97 （1.20） 0.90 （0.77） 3.08 （0.90）
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結果として、第 1に、遭遇頻度と社会的不公正感との間に弱い相関が認められた（r=.38，p
＜ .001）。このことは、社会的不公正事態に対してより多く遭遇することが、社会的不公正感
の喚起に影響を及ぼしていることを示している。第 2に、被害性と社会的不公正感との間に相
関が認められた（r=.60，p＜ .001）。このことは、社会的不公正事態によって害を被ることが、
社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしていることを示している。第 3に、社会的規範からの逸
脱と社会的不公正感との間に強い相関が認められた（r=.78，p＜ .001）。このことは、社会的
不公正事態を社会的規範からの逸脱行動と捉えていることが、社会的不公正感の喚起に影響を
及ぼしていることを示している。第 4に、自己経験性と社会的不公正感との間に相関は認めら
れなかった（r=-.20，p=n.s.）。このことは、社会的不公正事態に対する自己の関わりの程度が、
社会的不公正感の喚起には影響を及ぼさないことを示している。第 5に、対処可能性と社会的
不公正感との間に弱い負の相関が認められた（r=-.23，p＜ .05）。このことは、社会的不公正
事態に対する対処の難しさが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼすことを示している。第 6
に、許容性と社会的不公正感の間に負の相関が認められた（r=-.65，p＜ .001）。このことは、
社会的不公正事態に対する許容の難しさが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼすことを示し
ている。
　このように、認知的要因と社会的不公正感の関係性をみてみると、遭遇頻度、被害性、社会
的規範からの逸脱、対処可能性、許容性という認知的要因が社会的不公正感の喚起を規定して
いることが見出された。
Table 2　公共的不公正事態、人道的不公正事態、経済的不公正事態、対人的
不公正事態における認知的要因および社会的不公正感の記述統計量
因　　子
遭遇頻度 被害性 社会的規範 自己経験性
Mean （SD） Mean （SD） Mean （SD） Mean （SD）
公共的不公正事態 2.74 （1.07） 2.84 （1.05） 3.15 （0.78） 0.70 （0.91）
人道的不公正事態 1.46 （1.29） 2.41 （1.33） 3.21 （1.03） 0.39 （0.81）
経済的不公正事態 2.76 （1.08） 2.91 （1.03） 2.10 （1.18） 1.03 （1.20）
対人的不公正事態 3.00 （0.95） 3.07 （0.92） 2.56 （1.12） 1.40 （1.17）
因　　子
対処可能性 許容性 社会的不公正感
Mean （SD） Mean （SD） Mean （SD）
公共的不公正事態 1.95 （1.27） 1.06 （0.93） 3.11 （0.90）
人道的不公正事態 1.15 （1.23） 0.76 （0.87） 3.31 （0.97）
経済的不公正事態 1.54 （1.19） 1.28 （0.97） 2.71 （1.09）
対人的不公正事態 2.01 （1.20） 0.98 （0.90） 2.93 （0.98）
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分析 2： 公共的不公正事態、人道的不公正事態、経済的不公正事態、対人的不公正
事態における認知的要因と社会的不公正感との関係性の分析
　ここまで、認知的要因と社会的不公正感との間の関係性を分析した。これらの分析の結果、
遭遇頻度、被害性、社会的規範からの逸脱、対処可能性、許容性という認知的要因が、社会的
不公正感の喚起に関与していることが見出された。しかしながら、社会的不公正事態といえど
もその内容は多様である。このことを加味すれば、社会的不公正事態を構成する内容により、
認知的要因と社会的不公正感との関係性は変容するのではないだろうか。そのため、ここから
は、認知的要因と社会的不公正感との間の関係性をさらに詳しく検討するため、公共的不公正
事態、人道的不公正事態、経済的不公正事態、対人的不公正事態という 4つの社会的不公正事
態ごとに相関分析を行った。
　これらの相関分析の結果をみてみると、公共的不公正事態では、遭遇頻度という認知的要因
において、遭遇頻度と社会的不公正感との間に弱い相関が認められた（r=.38，p＜ .01）。こ
れは、公共的不公正事態により多く遭遇することが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼして
いることを示唆している。被害性という認知的要因に関しては、被害性と社会的不公正感との
間に相関が認められた（r=.58，p＜ .001）。これは、公共的不公正事態によって害を被ること
が、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしていることを示唆している。社会的規範からの逸脱
という認知的要因に関しては、社会的規範からの逸脱と社会的不公正感との間に相関が認めら
れた（r=.60，p＜ .001）。これは、公共的不公正事態を社会的規範からの逸脱行動として捉え
ていることが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしていることを示唆している。自己経験性
という認知的要因に関しては、自己経験性と社会的不公正感との間に弱い負の相関が認められ
た（r=-.24，p＜ .05）。これは、公共的不公正事態に対する自己の関与の経験がないというこ
とが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしていることを示唆している。対処可能性という認
知的要因に関しては、対処可能性と社会的不公正感との間に相関は認められなかった（r=-.17，
p=n.s.）。これは、公共的不公正事態に対して対処が難しいということが、社会的不公正感の
喚起に影響を及ぼしていることを示唆している。許容性という認知的要因に関しては、許容性
と社会的不公正感との間に負の相関が認められた（r=-.58，p＜ .001）。これは、公共的不公正
事態に対して許容することが難しいということが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしてい
ることを示唆している。
　人道的不公正事態では、遭遇頻度という認知的要因において、遭遇頻度と社会的不公正感と
の間に相関が認められなかった（r=.11，p=n.s.）。これは、人道的不公正事態に対する遭遇頻
度は、社会的不公正感の喚起には影響を及ぼさないことを示唆している。被害性という認知的
要因に関しては、被害性と社会的不公正感との間に相関が認められた（r=.41，p＜ .001）。こ
れは、人道的不公正事態によって害を被るということが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼ
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していることを示唆している。社会的規範からの逸脱という認知的要因に関しては、社会的規
範からの逸脱と社会的不公正感との間に強い相関が認められた（r=.82，p＜ .001）。これは、
人道的不公正事態を社会的規範からの逸脱行動として捉えていることが、社会的不公正感の喚
起に影響に影響を及ぼしていることを示唆している。自己経験性という認知的要因に関して
は、自己経験性と社会的不公正感との間に負の相関が認められた（r=-.36，p＜ .01）。これは、
人道的不公正事態に対する自己の関与の経験がないということが、社会的不公正感の喚起に影
響を及ぼしていることを示唆している。対処可能性という認知的要因に関しては、対処可能性
と社会的不公正感との間に相関は認められなかった（r=.05，p=n.s.）。これは、人道的不公正
事態に対する対処可能性は、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼさないことを示唆している。
許容性という認知的要因に関しては、許容性と社会的不公正感との間に強い負の相関が認めら
れた（r=-.76，p＜ .001）。これは、人道的不公正事態に対して許容することが難しいというこ
とが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしていることを示唆している。
　経済的不公正事態では、遭遇頻度という認知的要因において、遭遇頻度と社会的不公正感と
の間に相関が認められた（r=.41，p＜ .001）。これは、経済的不公正事態により多く遭遇する
ことが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしていることを示唆している。被害性という認知
的要因に関しては、被害性と社会的不公正感との間に相関が認められた（r=.54，p＜.001）。こ
れは、経済的不公正事態によって害を被るということが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼ
していることを示唆している。社会的規範からの逸脱という認知的要因に関しては、社会的規
範からの逸脱と社会的不公正感との間に強い相関が認められた（r=.70，p＜ .001）。これは、
経済的不公正事態を社会的規範からの逸脱行動として捉えていることが、社会的不公正感の喚
起に影響を及ぼしていることを示唆している。自己経験性という認知的要因に関しては、自己
経験性と社会的不公正感との間に相関は認められなかった（r=.04，p=n.s.）。これは、経済的
不公正事態に対する自己経験性は、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼさないことを示唆して
いる。対処可能性という認知的要因に関しては、対処可能性と社会的不公正感との間に相関は
認められなかった（r=-.15，p=n.s.）。これは、経済的不公正事態に対する対処可能性は、社
会的不公正感の喚起に影響を及ぼさないことを示唆している。許容性という認知的要因に関し
ては、許容性と社会的不公正感との間に強い負の相関が認められた（r=-.73，p＜ .001）。これ
は、経済的不公正事態に対して許容することが難しいということが、社会的不公正感の喚起に
影響を及ぼしていることを示唆している。
　対人的不公正事態では、遭遇頻度という認知的要因において、遭遇頻度と社会的不公正感と
の間に弱い相関が認められた（r=.27，p＜ .05）。これは、対人的不公正事態に多く遭遇して
いるということが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしていることを示唆している。被害性
という認知的要因に関しては、被害性と社会的不公正感との間に相関が認められた（r=.62，
78
p＜ .001）。これは、対人的不公正事態によって害を被るということが、社会的不公正感の喚
起に影響を及ぼしていることを示唆している。社会的規範からの逸脱という認知的要因に関し
ては、社会的規範からの逸脱と社会的不公正感との間に相関が認められた（r=.49，p＜
.001）。これは、対人的不公正事態を社会的規範からの逸脱行動として捉えていることが、社
会的不公正感の喚起に影響を及ぼしていることを示唆している。自己経験性という認知的要因
に関しては、自己経験性と社会的不公正感との間に弱い負の相関が認められた（r=-.23，p＜
.05）。これは、対人的不公正事態に対して自己の関与の経験がないことが、社会的不公正感の
喚起に影響に影響を及ぼしていることを示唆している。対処可能性という認知的要因に関して
は、対処可能性と社会的不公正感との間に相関は認められなかった（r=.01，p=n.s.）。これは、
対人的不公正事態に対する対処可能性は、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼさないことを示
唆している。許容性という認知的要因に関しては、許容性と社会的不公正感との間に負の相関
が認められた（r=-.50，p＜ .001）。これは、対人的不公正事態に対して許容することが難しい
ということが、社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしていることを示唆している。
　このように、公共的不公正事態、人道的不公正事態、経済的不公正事態、対人的不公正事態
という 4つの社会的不公正事態ごとに分析することで、種類の異なる社会的不公正事態におい
て、認知的要因と社会的不公正感との関係性が大きく異なることが見出された。
分析 3： 社会的不公正事態に対する認知的要因と社会的不公正感の項目間について
の分析
　それでは、社会的不公正事態に対して、認知的要因と社会的不公正感はどのような関係にあ
るのだろうか。ここでは、様々な社会的不公正事態が、 6つの認知的要因と社会的不公正感と
の組み合わせの 2要因間の関係性の上にどのように位置付けられているかを検討したい。ま
ず、Table 1 に示された認知的要因および社会的不公正感の平均評定値を用いて散布図を作成
した。次に、認知的要因と社会的不公正感という 2つの要因を取り上げ、これらの要因間で項
目間相関を算出した。認知的要因と社会的不公正感との組み合わせた散布図および項目間相関
はFigure 1 からFigure 6 に示すとおりである。
　遭遇頻度という認知的要因と社会的不公正感に関しては、散布図をみると、多数の社会的不
公正事態は遭遇することが多いと捉えられており、さらに、すべての社会的不公正事態に対し
て社会的不公正感の喚起がみられているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、
遭遇頻度と社会的不公正感との間に負の相関が認められた（r=-.45，p＜ .01）。これは、遭遇
頻度が少ないと捉えられている社会的不公正事態の方が、より社会的不公正感が喚起されてい
ることを示唆している。なお、Table 2 をみると、人道的不公正事態がもっとも遭遇頻度が少
ないと捉えられており、そして、もっとも社会的不公正感が高い。このことは、自己が遭遇せ
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Figure 1　遭遇頻度と社会的不公正感
Figure 2　被害性と社会的不公正感
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ずとも、人道的不公正事態のような人の生死に関わる重大な問題はもっとも社会的不公正感を
感じるといえよう。
　被害性という認知的要因と社会的不公正感に関しては、散布図をみると、すべての社会的不
公正事態において害を被っているとされ、さらに、すべての社会的不公正事態に対して社会的
不公正感が喚起されているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、被害性と社
会的不公正感との間に相関は認められなかった（r=.14，p=n.s.）。これは、社会的不公正事態
に対する被害の程度に多少の違いはあったとしても、社会的不公正感が喚起されていることを
示唆している。
　社会的規範からの逸脱という認知的要因と社会的不公正感に関しては、散布図をみると、 1
つの社会的不公正事態を除いて社会的規範から逸脱していると捉えられており、さらに、すべ
ての社会的不公正事態に対して社会的不公正感が喚起されているということがわかる。また、
相関分析を行ったところ、社会的規範からの逸脱と社会的不公正感との間に強い相関が認めら
れた（r=.87，p＜ .001）。これは、より社会的規範からの逸脱行動として捉えられている社会
的不公正事態の方が、より社会的不公正感が喚起されていることを示唆している。
　自己経験性という認知的要因と社会的不公正感に関しては、散布図をみると、 2つの社会的
不公正事態を除いて自己の関与の経験がないと捉えられているのに対し、すべての社会的不公
正事態に対して社会的不公正感が喚起されているということがわかる。また、相関分析を行っ
たところ、自己経験性と社会的不公正感との間に負の相関が認められた（r=-.56，p＜ .001）。
これは、自己の関与の経験がない社会的不公正事態の方が、より社会的不公正感が喚起されて
いることを示唆している。
　対処可能性という認知的要因と社会的不公正感に関しては、散布図をみると、多数の社会的
不公正事態で対処の見込みがないと捉えられているのに対し、すべての社会的不公正事態にお
いて社会的不公正感が喚起されているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、
対処可能性と社会的不公正感との間に相関は認められなかった（r=-.05，p=n.s.）。これは、
社会的不公正事態に対しては全体的に対処することが難しく、対処の見込みの違いによらず社
会的不公正感が喚起されていることを示唆している。
　許容性という認知的要因と社会的不公正感に関しては、散布図をみると、すべての社会的不
公正事態において許容が難しいと捉えられており、さらに、すべての社会的不公正事態におい
て社会的不公正感が喚起されているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、許
容性と社会的不公正感との間に強い負の相関が認められた（r=-.91，p＜ .001）。これは、より
許容することが難しいと捉えられている社会的不公正事態の方が、より社会的不公正感が喚起
されていることを示唆している。
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分析 4：社会的不公正事態に対する認知的要因の項目間についての分析
　ここまで社会的不公正事態が、認知的要因と社会的不公正感の 2つの要因間にどのように位
置付けられているか分析することを試みた。それでは、認知的要因間においてはいかなる関係
性がみられるのであろうか。ここからは、遭遇頻度、被害性、社会的規範からの逸脱、自己経
験性、対処可能性、許容性という認知的要因の要因間の関係性を検討したい。まず、 2つの認
知的要因を取り上げ、Table 1 に示した認知的要因の平均評定値を用いて散布図を作成した。
次に、 2つの認知的要因の要因間において項目間相関を算出した。 2つの認知的要因を組み合
わせた散布図および項目間相関はFigure 7 からFigure 21に示すとおりである。
　遭遇頻度と被害性という認知的要因に関しては、散布図をみると、多数の社会的不公正事態
において遭遇頻度が高いと捉えられており、さらに、すべての社会的不公正事態において害を
被っていると捉えられているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、遭遇頻度
と被害性との間に相関が認められた（r=.57，p＜ .001）。これは、遭遇頻度の高い社会的不公
正事態の方が、より害を被っていると捉えられていることを示唆している。
　遭遇頻度と社会的規範からの逸脱という認知的要因に関しては、散布図をみてみると、多数
の社会的不公正事態において遭遇頻度が高いと捉えられており、さらに、 1つの社会的不公正
事態を除いて社会的規範からの逸脱として捉えられていることがわかる。また、相関分析を行
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Figure 8　遭遇頻度と社会的規範からの逸脱
Figure 9　遭遇頻度と自己経験性
第４章　社会的不公正感の喚起を規定する認知的要因の分析  85
0.00
1.00
2.00
3.00
4.00
0.00 1.00 2.00 3.00 4.00
相関あり（r=.44, p<.01）
遭遇頻度
⸵
ኈ
ᕈ
0.00
1.00
2.00
3.00
4.00
0.00 1.00 2.00 3.00 4.00
相関あり（r=.59, p<.001）
遭遇頻度
対
処
可
能
性
Figure 10　遭遇頻度と対処可能性
Figure 11　遭遇頻度と許容性
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Figure 12　被害性と社会的規範からの逸脱
Figure 13　被害性と自己経験性
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Figure 14　被害性と対処可能性
Figure 15　被害性と許容性
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Figure 16　社会的規範からの逸脱と自己経験性
Figure 17　社会的規範からの逸脱と対処可能性
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Figure 18　社会的規範からの逸脱と許容性
Figure 19　自己経験性と対処可能性
90
0.00
1.00
2.00
3.00
4.00
0.00 1.00 2.00 3.00 4.00
相関なし（r=-.02, p=n.s.）
対処可能性
許
容
性
0.00
1.00
2.00
3.00
4.00
0.00 1.00 2.00 3.00 4.00
相関あり（r=.42, p<.01）
　自 己 経 験 性 と許 容 性
自己経験性
許
容
性
Figure 20　自己経験性と許容性
Figure 21　対処可能性と許容性
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ったところ、遭遇頻度と社会的規範からの逸脱との間に負の相関が認められた（r=-.42，p＜
.01）。これは、遭遇頻度の低い社会的不公正事態の方が、より社会的規範からの逸脱として捉
えられていることを示唆している。
　遭遇頻度と自己経験性という認知的要因に関しては、散布図をみると、多数の社会的不公正
事態において遭遇頻度が高いと捉えられているのに対し、 2つの社会的不公正事態を除いて自
己経験性は低いと捉えられているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、遭遇
頻度と自己経験性との間に相関が認められた（r=.67，p＜ .001）。これは、遭遇頻度の高い社
会的不公正事態の方が、自己も関与の経験がわずかにあると捉えられていることを示唆してい
る。
　遭遇頻度と対処可能性という認知的要因に関しては、散布図をみると、多数の社会的不公正
事態において遭遇頻度が高いと捉えられているのに対し、多数の社会的不公正事態で対処の可
能性が低いと捉えられているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、遭遇頻度
と対処可能性との間に相関が認められた（r=.59，p＜ .001）。これは、遭遇頻度が高い社会的
不公正事態の方が、対処の可能性がわずかにあると捉えられていることを示唆している。
　遭遇頻度と許容性という認知的要因に関しては、散布図をみると、多数の社会的不公正事態
において遭遇頻度が高いと捉えられているのに対し、すべての社会的不公正事態において許容
できないと捉えられているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、遭遇頻度と
許容性との間で相関が認められた（r=.44，p＜ .01）。これは、遭遇頻度が高い社会的不公正
事態の方が、許容性がわずかに高いと捉えられていることを示唆している。
　被害性と社会的規範からの逸脱という認知的要因に関しては、散布図をみると、すべての社
会的不公正事態において害を被っていると捉えられており、さらに、 1つの社会的不公正事態
を除いて社会的規範からの逸脱として捉えられているということがわかる。また、相関分析を
行ったところ、被害性と社会的規範からの逸脱との間に相関は認められなかった（r=-.10，
p=n.s.）。これは、社会的不公正事態に対する被害の程度の違いによらず、社会的規範からの
逸脱として捉えられていることを示唆している。
　被害性と自己経験性という認知的要因に関しては、散布図をみると、すべての社会的不公正
事態において害を被っていると捉えられているのに対し、 2つの社会的不公正事態を除いて自
己の関与の経験はないと捉えられているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、
被害性と自己経験性との間に相関は認められなかった（r=.27，p=n.s.）。これは、社会的不公
正事態に対する被害の程度の違いによらず、自己の関与の経験がないと捉えられていることを
示唆している。
　被害性と対処可能性という認知的要因に関しては、散布図をみると、すべての社会的不公正
事態において害を被っていると捉えられているのに対し、多数の社会的不公正事態において対
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処の可能性が低いと捉えられているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、被
害性と対処可能性との間に相関が認められた（r=.50，p＜ .001）。これは、被害が高いと捉え
られている社会的不公正事態は、対処の可能性もわずかにあると捉えられていることを示唆し
ている。
　被害性と許容性という認知的要因に関しては、散布図をみると、すべての社会的不公正事態
において害を被っていると捉えられており、さらに、すべての社会的不公正事態において許容
することが困難であると捉えられているということがわかる。また、相関分析を行ったところ、
被害性と許容性との間に相関は認められなかった（r=-.27，p=n.s.）。これは、社会的不公正
事態に対する被害の程度の違いによらず、許容することが困難であると捉えられていることを
示唆している。
　社会的規範からの逸脱と自己経験性という認知的要因に関しては、散布図をみると、 1つの
社会的不公正事態を除いて社会的規範から逸脱として捉えられており、さらに、 2つの社会的
不公正事態を除いては自己の関与の経験がないと捉えられているということがわかる。また、
相関分析を行ったところ、社会的規範からの逸脱と自己経験性との間に負の相関が認められた
（r=-.55，p＜.001）。これは、社会的規範からの逸脱として捉えられている社会的不公正事態は、
自己の関与の経験もないと捉えられていることを示唆している。
　社会的規範からの逸脱と対処可能性という認知的要因に関しては、散布図をみると、 1つの
社会的不公正事態を除いて社会的規範からの逸脱として捉えられており、さらに、多数の社会
的不公正事態が対処の可能性が低いと捉えられているということがわかる。また、相関分析を
行ったところ、社会的規範からの逸脱と対処可能性との間に相関は認められなかった（r=.04，
p=n.s.）。これは、社会的不公正事態に対する社会的規範からの逸脱の程度によらず、いずれ
も対処の可能性が低いと捉えられていることを示唆している。
　社会的規範からの逸脱と許容性という認知的要因に関しては、散布図をみると、 1つの社会
的不公正事態を除いて社会的規範からの逸脱として捉えられており、さらに、すべての社会的
不公正事態において許容することが困難であると捉えられているということがわかる。また、
相関分析を行ったところ、社会的規範からの逸脱と許容性との間に負の相関が認められた（r=-
.66，p＜.001）。これは、社会的規範からの逸脱として捉えられている社会的不公正事態の方が、
より許容することが難しいと捉えられていることを示唆している。
　自己経験性と対処可能性という認知的要因に関しては、散布図をみると、 2つの社会的不公
正事態を除いて自己の関与の経験がないと捉えられており、さらに、多数の社会的不公正事態
において対処の可能性が低いと捉えられているということがわかる。また、相関分析を行った
ところ、自己経験性と対処可能性との間に相関が認められた（r=.34，p＜ .05）。これは、自
己の関与の経験がわずかにあると捉えられている社会的不公正事態の方が、対処の可能性もわ
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ずかにあると捉えられていることを示唆している。
　自己経験性と許容性という認知的要因に関しては、散布図をみると、 2つの社会的不公正事
態を除いて自己の関与の経験がないと捉えられており、さらに、すべての社会的不公正事態に
おいて許容することが困難であると捉えられているということがわかる。また、相関分析を行
ったところ、自己経験性と許容性との間に相関が認められた（r=.42，p＜ .01）。これは、自
己の関与の経験がわずかにあると捉えられている社会的不公正事態の方が、許容することがわ
ずかながらできると捉えられていることを示唆している。
　対処可能性と許容性という認知的要因に関しては、散布図をみると、多数の社会的不公正事
態において対処の可能性が低いと捉えられており、さらに、すべての社会的不公正事態におい
て許容することが困難であると捉えられているということがわかる。また、相関分析を行った
ところ、対処可能性と許容性との間に相関は認められなかった（r=-.02，p=n.s.）。これは、
社会的不公正事態に対する対処の可能性の程度によらず、いずれも許容することが難しいと捉
えられていることを示唆している。
統合的考察
　以上のように、様々な観点から認知的要因と社会的不公正感との間の関係性を分析したとこ
ろ、社会的不公正感の喚起は多様な認知的要因に規定されていることが明らかとなった。した
がって、本研究において取り上げた認知的要因は、社会的不公正感の喚起に対して重要な役割
を担っており、社会的不公正感の喚起を規定する要因として機能しているといえよう。また、
社会的不公正事態を公共的不公正事態、人道的不公正事態、経済的不公正事態、対人的不公正
事態という 4事態別にみても、多様な認知的要因が社会的不公正感の喚起に影響を及ぼしてい
るということが見出された。ゆえに、公共的不公正事態、人道的不公正事態、経済的不公正事
態、対人的不公正事態において認知的要因と社会的不公正感との関係性が異なることから、社
会的不公正事態によって社会的不公正感の喚起を規定する認知的要因が異なる傾向があるとい
えよう。
　ここからは、これらの分析結果を参考にして、どのようにして社会的不公正感が喚起される
かを考えてみたい。社会的不公正感の喚起を規定する認知的要因がどのような機能を有してい
るのかを検討するために、社会的不公正感が喚起されるまでの過程を仮説モデルとして構築し
たものをFigure 22に提示する。この仮説モデルでは、社会的不公正感の喚起は、被害性の認知、
社会的規範との照合、対処可能性の評価という認知的要因に規定されると考えるものである。
まず、社会的事態に生起に際して、どのような害を被ったかという被害性の認知がなされる段
階がある。また、この段階においては、当該の社会的事態に頻繁に遭遇し、何度も害を被って
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いるかという遭遇頻度の認知もなされると考えられる。次に、社会的規範から逸脱しているか
が照合される段階がある。この段階においては、当該の社会的事態が社会的規範に適合してい
るか、それとも逸脱しているかが照合され、そして、社会的規範からどの程度逸脱しているか
が認知される。このように社会的規範からの逸脱の程度が認知される際には、自己経験性にも
注意が向けられる。自己の関与の経験があるとされる社会的事態においては、社会的規範から
の逸脱と捉えられることがわずかに抑制されるように機能していると思われる。これは、自己
の関与の経験がある社会的事態を社会的規範からの逸脱として捉えてしまうことが、自己の罪
責に結びついてしまうことへの懸念とみることができる。さらに、社会的規範との照合がなさ
れた後に、当該の社会的事態に対する対処可能性の認知がなされる段階がある。ここでは、当
該の社会的事態に対して対処の見込みがあるかどうかが認知される。社会的事態に対して対処
が見込めなければ、社会的不公正感の喚起につながると予測される。また、この対処可能性に
加えて、許容性の認知もなされると考えられる。当該の社会的事態に対して対処の可能性を受
けて、対処方略を吟味する際に、個々人がどの程度許すことができるか、あるいは、寛容的に
振る舞うことができるかにも注意が及ぶということである。このように本仮説モデルでは、社
会的事態の生起に際して、害を被っており、社会的規範から逸脱がみられ、対処することも難
しいという認知がなされて、そして、社会的不公正感の喚起にいたると推察される。しかしな
社会的事態の生起 
被害性の認知 
社会的規範との照合 
対処可能性の評価 
社会的不公正感の喚起 
Figure 22　社会的不公正感の喚起過程
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がら、本研究は、社会的不公正感の喚起を規定する認知的要因についての探索的な分析に留ま
っている。ゆえに、本研究で取り上げた認知的要因について、認知的要因の関連性や独立性に
ついてさらなる検討を加え、また、提示した仮説モデルにしたがって社会的不公正感の喚起過
程を検討していくことが今後の課題といえよう。
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